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3. 退職年金の年額が200万円を超える場合は、200万円を超える額の10%に相当する額が引き下げられます
（表中の額は引下げ後の額）。



⑦　年金証書（市議会議員共済会が交付した年金証書）
※過去に退職年金の決定を受けた方のみ
紛失した場合は、｢退職年金決定 ･改定請求書｣の年金証書紛失届欄に記入して
ください。



⑦　年金証書（市議会議員共済会が交付した年金証書）
※過去に退職年金の決定を受けた方のみ
紛失した場合は、｢退職年金決定 ･改定請求書｣の年金証書紛失届欄に記入して
ください。
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1. 年金収入金額
2. 給与収入金額
3. 課税総所得金額
4. 公的年金等所得額
5. 合計所得金額

町村役場



 2 9



（昭和32年1月2日以後生）

（昭和32年1月1日以前生）

（昭和32年

（昭和32年
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（2）  扶養親族がいる場合（扶養控除）

②　老人扶養親族

年金受給者の方と生計を一にする親族等で、年間所得の見積額の合計が48万円以下
の扶養親族のうち、年齢が16歳以上の方（平成18年1月1日以前に生まれた方）は、扶
養親族控除を受けることができます。さらにその扶養親族が次に該当する場合には、
該当する控除を受けることができます。

年齢が70歳以上の扶養親族（昭和27年1月1日以前に生まれた方）がいる場合に
は、老人扶養親族控除を受けることができます。

①　特定扶養親族
　年齢が19歳以上23歳未満の扶養親族（平成11年1月2日から平成15年1月1日ま
での間に生まれた方）がいる場合には、特定扶養親族控除を受けることができます。

（3）  障害者がいる場合（障害者控除）
①　一般の障害者控除・特別障害者控除

年金受給者の方または上記（1）②、（2）に該当する方で、右表の障害の状態にあ
る方は、一般の障害者控除、または特別障害者控除を受けることができます。

②　同居特別障害者控除

◆障害者控除は、年齢が16歳未満の扶養親族（平成18年1月2日以後に生まれた方）
についても適用されます。

（1）  配偶者がいる場合（配偶者控除）
年金受給者ご本人の年間所得の見積額が900万円以下の場合、年金受給者ご本人
と生計を一にする配偶者で、その方の年間所得の見積額の合計が95万円以下の場
合には、「源泉控除対象配偶者」として控除を受けることができます。
①　配偶者が70歳以上（昭和27年1月1日以前に生まれた方）の場合
　配偶者の年間所得の見積額が48万円以下の場合、「老人控除対象配偶者」と
して申告できます。
②　配偶者が障害者である場合
　年金受給者の年間所得の見積額に関わらず、配偶者の年間所得の見積額が48万
円以下の場合は「障害者控除（一般の障害者・特別障害者）」の申告をすること
ができますので、「（3）障害者がいる場合（障害者控除）」をご覧ください。

　上記（1）②、（2）に該当する方のうち特別障害者に該当する方が、年金受給者の
方、その配偶者または年金受給者の方と生計を一にするその他の親族のいずれか
と同居を常況としている場合には、同居特別障害者控除を受けることができます。

◆介護保険法による要介護認定を受けている方であっても、次表に該当しない場合
は、障害者控除の適用は受けられません。

※扶養親族等申告書が未提出の場合でも年金受給者ご本人にかかる控除（基礎的控
除）を受けることができます（令和2年分より）。
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（4）  年金受給者の方が寡婦またはひとり親に該当する場合（寡婦控除・ひとり親控除）

①　寡婦控除

障害の状態 一般の障害 特別障害

① 精神上の障害により事理を弁識する能力を
欠く常況にある方 ─ 該当するすべての方

② 精神保健指定医などから知的障害者と判定
された方

中度または軽度と
判定された方 重度と判定された方

③ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けてい
る方 右の程度以外の方

精神障害者保健福祉
手帳の障害等級が1
級の方

④ 身体障害者手帳に身体上の障害がある方と
して記載されている方

障害の程度が3級
から6級までの方

障害の程度が1級
または２級の方

⑤ 戦傷病者手帳の交付を受けている方 右の程度以外の方
障害の程度が、恩給
法別表第１号表ノ２
の特別項症から第三
項症までの方

⑥
原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律
の規定による厚生労働大臣の認定を受けて
いる方

─ 該当するすべての方

⑦ 引き続き6 か月以上にわたり身体の障害に
より就床を要し、複雑な介護を要する方 ─ 該当するすべての方

⑧

精神又は身体に障害のある年齢65歳以上
の方（昭和32年1月1日以前に生まれた方）
で､ 町村長や福祉事務所長から認定を受
けている方（例えば、認知症の方）

右の程度以外の方
①、②または④の特
別障害者と同程度の
障害がある方

　年金受給者ご本人(女性)がひとり親に該当せず、アまたはイのいずれかに該当
する場合、寡婦控除を受けることができます。
ア　夫と離婚した後婚姻をしていない者のうち、次に掲げる要件を満たすもの
・扶養親族を有すること。
・年間所得の見積額が500万円以下であること。
・その者と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者がいないこと。
イ　夫と死別した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない一定の者の
うち、次に掲げる要件を満たすもの
・年間所得の見積額が500万円以下であること。
・その者と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者がいないこと。

　令和2年度税制改正により、未婚のひとり親に対する税制上の措置のため、寡婦
（寡夫）控除の見直しが図られました。次の条件に該当する場合、寡婦控除、また
はひとり親控除を受けることができます。



②　ひとり親控除
　年金受給者ご本人(男女問わず)が次のアイウのすべてに該当する場合、ひとり
親控除を受けることができます。
ア　生計を一にする子（年間所得の見積額が48万円以下の方で、他の方の控除対
象配偶者又は扶養親族となっていない方）。
イ　年間所得の見積額が500万円以下であること。
ウ　事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者がいないこと。

※受給者の年間所得の見積額が500万円を超える方、事実婚状態である方は控
除の適用は受けられません。

【寡婦控除・ひとり親控除について】
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（1）  収入が公的年金の場合の所得金額の計算方法　　　

所得の金額 ＝ 年金額 － 公的年金等控除額

年 齢 　年金額（A） 公的年金等控除額

65歳未満

130万円以下 60万円

1,000万円超 195.5万円

130万円超410万円以下 （A）× 25％ ＋ 27.5万円
410万円超770万円以下 （A）× 15％ ＋ 68.5万円
770万円超1,000万円以下 （A）× 5％  ＋  145.5万円

65歳以上

330万円以下 110万円

1,000万円超 195.5万円

330万円超410万円以下 （A）× 25％ ＋ 27.5万円

770万円超1,000万円以下 （A）× 5％ ＋ 145.5万円
410万円超770万円以下 （A）× 15％ ＋ 68.5万円

※公的年金等以外に1,000万円を超える所得がある場合は、計算式が異な
ります。
公的年金等以外の所得が1,000万円を超え、2,000万円以下である場合に
は、一律10万円を上記の表の年金額に対応する公的年金等控除額欄に記
載された額から差し引いた額が控除額となります。2,000万円を超える
場合には、一律20万円を差し引いた額が控除額になります。
詳しくは最寄りの税務署にご確認ください。

（2）  収入が給与（パートを含む）の場合の所得金額の計算方法　　　

所得の金額 ＝ 給与の収入金額 － 給与所得控除額

　給与の収入金額（B） 給与所得控除額
162万5,000円以下 55万円
162万5,000円超180万円以下 （B）× 40％
180万円超　　　 360万円以下 （B）× 30％ ＋   8万円

－ 10万円

360万円超　　　 660万円以下 （B）× 20％ ＋   44万円
660万円超　　 850万円以下 （B）× 10％ ＋ 110万円

     850万円超 195万円





基礎的控除・配偶者控除・扶養控除・障害者
控除・寡婦（ひとり親）控除
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タ
ロ
ウ
エ
モ
ン

コ
ウ
ジ
マ
チ
　
ジ
ロ
ウ

27 15

18

22
 2

・
本
人
…
…
昭
和
2
2
年
6
月
2
日
生
ま
れ
（
7
4
歳
）
・
配
偶
者
…
昭
和
2
7
年
4
月
1
日
生
ま
れ
（
6
9
歳
）

・
子
…
…
…
平
成
1
8
年
8
月
1
日
生
ま
れ
（
1
5
歳
）

　
　
　
　
　
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
 1
級

※
（
　
）
内
の
年
齢
は
令
和
3
年
1
2
月
3
1
日
現
在

　
　
　
　
　
国
民
年
金
（
年
間
7
0
万
円
）
を
受
給

　
　
　
　
　
パ
ー
ト
収
入
（
年
間
9
0
万
円
）

・
父
…
…
…
大
正
1
5
年
1
月
2
3
日
生
ま
れ
（
9
5
歳
）

　
　
　
　
　
国
民
年
金
（
年
間
7
0
万
円
）
を
受
給

籍
に
入
っ
て
い
な
い
事
実
婚
関
係

に
あ
る
方
は
控
除
対
象
と
な
る
配

偶
者
に
当
た
り
ま
せ
ん
。

こ
の
欄
に
は
所
得
の
種
類
に

○
印
を
付
す
と
と
も
に
令
和

3
年
中
の
所
得
の
見
積
額
を

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

・
配
偶
者
の
場
合

受
給
者
本
人
の
年
間
所
得
の

見
積
額
が
9
0
0
万
円
以
下

で
、
配
偶
者
の
年
間
所
得
の

見
積
額
が
9
5
万
円
以
下
で

あ
れ
ば
「
源
泉
控
除
対
象
配

偶
者
」
と
し
て
控
除
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

・
配
偶
者
以
外
の
親
族
の
場
合

年
間
所
得
の
見
積
額
が
4
8
万

円
以
下
で
あ
れ
ば
各
種
控
除
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

な
お
､所
得
の
計
算
方
法
に

つ
い
て
は
P.
21
を
参
考
に
記

入
し
て
く
だ
さ
い
。

25









2

●退職年月日
退職一時金を受けるべ
き事由が生じた日を記
入してください。
※退職一時金を受ける
べき事由が生じた日
とは、制度廃止後最
初の任期満了前に退
職した場合は当該退
職日、任期満了まで
在職した場合は制度
廃止後最初の任期満
了日をいいます。



2

廃置分合

議員に就職した日の属す
る月から起算し、平成23
年5月までの年月数で計算
します。4

2. 1の履歴には退職
一時金の基礎となる
在職期間のみを記入
してください。

退職一時金を受けるべき事
由が生じた日を記入してく
ださい。
※退職一時金を受けるべき
事由が生じた日とは、制
度廃止後最初の任期満了
前に退職した場合は当該
退職日、任期満了まで在
職した場合は制度廃止後
最初の任期満了日をいい
ます。



2

廃置分合

議員に就職した日の属す
る月から起算し、平成23
年5月までの年月数で計算
します。4

2. 1の履歴には退職
一時金の基礎となる
在職期間のみを記入
してください。

退職一時金を受けるべき事
由が生じた日を記入してく
ださい。
※退職一時金を受けるべき
事由が生じた日とは、制
度廃止後最初の任期満了
前に退職した場合は当該
退職日、任期満了まで在
職した場合は制度廃止後
最初の任期満了日をいい
ます。

●Ａ欄の①
退職一時金を受けるべ
き事由が生じた日を記
入してください。
※退職一時金を受ける
べき事由が生じた日
とは、制度廃止後最
初の任期満了前に退
職した場合は当該退
職日、任期満了まで
在職した場合は制度
廃止後最初の任期満
了日をいいます。

退職手当等の支払を受けることとなった年
（A欄の①の年）を記入してください。
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